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     平 成 23 年 度 事 業 報 告 書       

 

Ⅰ 管理運営 

 １．会議 

・通常総会（年１回）、評議員会（年２回春と秋）、理事会（ 5回開催） 

 ２．公益法人制度改革への対応 

 

Ⅱ 調査研究事業 

 １．廃棄物処理事業の経営及び技術等に関する調査研究 

  1)総務委員会（ 2回開催）を開催 

  2)企画委員会（ 1回開催）を開催 

 ２．要望・意見交換会等 

  1)平成 23 年度総会決議に基づく要望 

  2)関係省庁及び関係団体との意見交換会の開催 

 ３．廃棄物処理に関する図書の出版 

  1)平成 23 年度版廃棄物処理施設整備実務必携の発行 

 

Ⅲ 普及啓発事業 

 １．表彰等 

  1)環境大臣表彰 

  2)第 34 回会長表彰・感謝状の贈呈 

  3)表彰審査委員会（ 2回開催）を開催。 

 ２．研修会の開催 

  1)自治体報告会を実施（総会、秋季評議員会に併せ実施） 

  2)施設見学会を実施（総会、秋季評議員会に併せ実施） 

  3)第 33 回全国都市清掃研究・事例発表会を北海道函館市で実施。 

  4)廃棄物処理施設積算要領研修会を関東と関西で実施。 

  5)廃棄物処理実務担当者研修会を東京都文京区で開催。 

 ３．広報活動 

  1)機関誌「都市清掃」 

  2)全都清ニュースの発行（ホームページに掲載） 

  3)３Ｒ活動の推進 

    ３Ｒ活動推進フォーラムの会員として３Ｒ推進全国大会への参画など諸活動に参

加。 

 ４．国際交流活動 
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  1)第 10 回アジア太平洋廃棄物専門家会議（ SWAPI ）への参加 

 5 ．東日本大震災支援 

   公益社団法人全国都市清掃会議では、平成 23 年 3月 11 日に発生した東北地方太

平洋沖地震により生じた膨大な量の生活ごみ、し尿、がれき等の災害廃棄物の処理に

関して、被災地に対して協力するため、「全国都市清掃会議平成 23 年度東北地方太

平洋沖地震災害対策本部」を設置し、被災地に対する支援をおこなっております。 
 

Ⅳ 技術相談等事業 

 １．技術指導相談事業 

  1)技術指導（平成 23 年度技術指導契約一覧） 

   １ ふじみ衛生組合（新ごみ処理施設整備技術指導業務） 

   ２ 大隈肝属広域事務組合（維持管理に係る技術指導業務） 

   ３ 三条市（ごみ処理施設建設事業に伴う技術支援業務） 

   ４ 呉市（維持管理技術指導業務） 

   ５ 人吉球磨広域行政組合（維持管理技術指導業務） 

   ６ 那覇市・南風原町ごみ処理施設事務組合（維持管理に係る技術指導業務） 

   ７ 倉浜衛生施設組合（維持管理に係る技術指導業務） 

   ８ 津山市（ごみ処理施設建設に係る技術支援業務） 

   ９ 佐久市（施設整備計画策定に係る技術指導業務） 

   10 武蔵野市（施設基本計画策定に係る技術支援業務） 

   11 都城市（クリーンセンター技術支援業務委託） 

   12 上越市（新焼却施設建設事業に係る技術支援業務） 

   13 秦野市伊勢原市環境衛生組合（廃棄物焼却施設に係る技術支援業務） 

   14 橋本周辺広域市町村圏組合（廃棄物処理に関する技術指導委託業務） 

   15 飛騨市（新焼却施設建設事業に係る技術支援業務） 

   16 村上市（新焼却施設建設事業に係る技術支援業務） 

   17 今治市（新ごみ処理施設整備基本計画・実施計画策定等に係る技術支援業務） 

   18 高岡地区広域圏事務組合（ごみ処理施設建設に係る技術支援業務） 

   19 ふじみ野市（広域ごみ処理施設事業管理・検査業務） 

   20 西秋川衛生組合（ごみ処理施設設計・建設事業に係る技術支援業務） 

   21 黒石清掃施設組合（ごみ処理施設基幹的設備改良工事に係る発注支援業務） 

                                  （ 21 団体） 
  2)技術相談 

    ごみ処理施設などの廃棄物処理施設の建設や維持管理について技術相談に応じる 

とともに、これらに関する技術情報の提供などを行う。また、市民からの廃棄物処 
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理技術に関する問い合せ等について専門的な立場から回答、案内を行った。 

 

Ⅴ 適正処理困難廃棄物対策事業 
 1．中央適正処理困難指定廃棄物対策協議会 
  1)中央適正処理困難指定廃棄物対策協議会（ 1回開催）を開催 
  2)エアゾール缶の中身排出機構等の改善に係る要望の実施 

 2．使用済み乾電池等広域回収・処理事業 
  1)会員市区町村で、一般廃棄物として分別収集している使用済み乾電池（筒型１次 

乾電池のみで、２次電池やボタン型電池などは除く。）及び使用済み蛍光管等に 

ついて「使用済み乾電池等の広域回収・処理計画」に基づき 7,017 ㌧（平成 23  
年度）を処理。 

  2)使用済み乾電池等広域回収処理事業管理・運営協議会を平成 24 年 1月実施。 
  3)使用済み乾電池等の運搬、処理・処分の管理方針に基づく現地調査を平成 23 年

10 月（野村興産㈱イトムカ鉱業所）・ 12 月（野村興産㈱関西工場）に実施。 
  4)使用済み乾電池等広域回収・処理事業の円滑な推進に係る適切な管理方策の検討委 

員会（ 2回開催）を開催 

 
Ⅵ 廃棄物処理プラント保険について 
 1 ．全都清団体廃棄物処理プラント保険は、会員（地方自治体及び事務組合、広域連 

合）並びに会員より廃棄物処理に係わる委託を受けた者が所有・使用・管理する廃 

棄物処理施設内の機械設備の破損事故・電気的事故・誤操作による事故等を幅広く 

補償する保険として、昭和 61 年４月より実施。平成 23 年度の加入は、 67 団体

116施設が加入。 

 ２． 23 年度は、第 33 回全国都市清掃研究・事例発表会に併せて、廃棄物処理施設の

リスクマネジメント研修会を開催。 

 


